
 
 
 
 
 

第２回神奈川県在籍型出向等支援協議会 

議事次第 
 
 

                 日時：令 和 ３ 年 1 1 月 1 1 日 （ 木 ） 

14： 00～ 15： 30 

  場所：神奈川労働局分庁舎 4F 会議室  

 

 

 

議  題  

（１）在籍型出向にかかる取組の実績について  

（２）在籍型出向に関するアンケート結果について  

（３）在籍型出向に関するヒアリング結果について  

（４）意見交換  

 

 

【配付資料】  

資料１－１：在籍型出向等支援協議会関係  

資料１－２：現下の雇用情勢について  

資料１－３：産業雇用安定助成金関係  

資料１－４：産業雇用安定センターにおける在籍型出向成立状況について  

資料１－５：経済産業省  関東経済局の取組について  

資料２   ：在籍型出向に関するアンケート結果について  

資料３   ：在籍型出向に関するヒアリング結果について  

 

 



            

   神奈川県在籍型出向等支援協議会開催要綱 

 

１ 趣旨 

新型コロナウイルス感染症に伴う経済上の理由により事業活動の一時的な縮小を

余儀なくされる企業が増加する中で、一時的に雇用過剰となった企業と人手不足が生

じている企業との間で、在籍型出向により労働者の雇用を維持するために、地域にお

いて関係機関が連携して、出向の情報やノウハウの共有、送出企業や受入企業開拓等

を推進することを目的として、神奈川県在籍型出向等支援協議会（以下「協議会」と

いう。）を設置・開催する。 

 

２ 構成員等 

協議会は、以下に掲げる者を参集者として構成する。(別紙参照) 

（１）経済団体 

一般社団法人神奈川県経営者協会 

  神奈川県中小企業団体中央会 

  一般社団法人神奈川県商工会議所連合会 

  神奈川県商工会連合会 

  一般社団法人神奈川経済同友会 

 

（２）労働者団体 

日本労働組合総連合会神奈川県連合会 

 

（３）金融機関 

株式会社横浜銀行 

株式会社神奈川銀行 

神奈川県信用金庫協会 

 

（４）支援機関 

公益財団法人産業雇用安定センター神奈川事務所 

神奈川県社会保険労務士会 

 

（５）関係行政機関 

神奈川県産業労働局 

横浜市経済局 

川崎市経済労働局 

相模原市環境経済局 

 

関東経済産業局地域経済部社会・人材政策課 



関東運輸局交通政策部交通企画課 

関東運輸局観光部観光企画課 

関東地方整備局建政部建設産業第一課 

関東農政局神奈川県拠点 

神奈川労働局 

 

協議会は必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。 

 

３ 協議事項 

協議会は次に掲げる事項について協議する。 

（１）地域における雇用過剰、人材不足等現下の雇用情勢に関すること。 

（２）地域における出向の送出企業や受入企業の情報・開拓に関すること。 

（３）地域における関係機関間の連携に関すること。 

（４）地域における出向支援のノウハウ・好事例の共有に関すること。 

（５）各種出向支援策の共有など出向の効果的な実施の推進に関すること。 

（６）その他必要な事項に関すること。 

 

４ 事務局 

協議会の事務局は、神奈川労働局職業安定部に置く。 

 

５ その他 

（１）協議会の議事については、別に協議会で申し合わせた場合を除き、原則とし

て公開とする。 

（２）この要綱に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は別に定める。 

 

附則 

この要綱は、令和３年５月 25 日から施行する。 

 

 

 

 

 







































産業雇用安定助成金関係資料

神奈川労働局

神奈川県在籍型出向等支援協議会

令和３年１１月１１日（木）

資料１－３



 産業雇用安定助成金の出向計画受理件数は、労働者ベースで8,373人。
 企業規模別に見ると、中小⇒中小が最多の3,177人（37.9％）、以下、大⇒大2,115人（25.3％）、中小⇒大1,808人

（21.6％）、大⇒中小1,159人（13.8％）
 業種別に見ると、出向元の最多は運輸業・郵便業（3,435人）、出向先の最多は製造業（1,720人）、出向成立の最多は

製造業⇒製造業（1,050人）、異業種への出向割合は65.0％

受理状況

業種別

企業規模別

計画届受理

出向労働者数 出向元事業所数 出向先事業所数

8,373人(333人) 812所(88所) 1,331所(87所)
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A 農業 林業 1 0 0 0 1 0 0 89 1 0 0 2 6 1 0 0 0 0 0 0 101

B 漁業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

C 鉱業、採石業、砂利採取業 0 0 0 2 0 0 0 2 0 0 1 0 5 0 0 0 0 0 0 0 10

D 建設業 0 0 0 12 8 0 0 32 2 0 0 0 37 64 0 0 0 3 0 0 158

E 製造業 0 0 1 2 1050 0 2 384 80 0 0 10 115 23 2 0 0 51 0 0 1720

F 電気・ガス・熱供給・水道業 0 0 0 0 0 0 0 8 2 0 0 0 0 3 0 0 0 1 0 0 14

G 情報通信業 0 0 0 2 8 0 53 98 7 0 0 6 11 43 0 0 0 15 0 0 243

H 運輸業・郵便業 0 0 0 0 97 0 4 1012 2 0 1 9 54 19 16 0 0 9 0 0 1223

I 卸売業、小売業 0 0 0 13 53 0 2 275 139 0 3 7 140 375 1 1 0 100 0 0 1109

J 金融業、保険業 0 0 0 0 1 0 0 73 1 0 0 23 2 3 0 0 0 1 0 0 104

K 不動産業、物品賃貸業 0 0 0 3 0 0 5 14 9 0 25 2 123 5 11 0 4 11 0 0 212

L 学術研究、専門・技術サービス業 1 0 0 0 8 0 13 72 7 0 0 19 35 89 4 2 0 79 0 0 329

M 宿泊業、飲食サービス業 0 0 0 0 18 0 10 125 18 0 0 2 338 67 0 0 0 7 0 0 585

N 生活関連サービス、娯楽業 0 0 0 0 3 0 1 200 6 0 13 7 19 49 0 5 0 14 0 0 317

O 教育、学習支援業 0 0 0 0 0 0 0 79 8 0 3 12 3 5 6 1 0 2 0 0 119

P 医療、福祉 0 0 0 0 2 0 4 156 15 0 4 39 37 31 2 19 1 15 0 0 325

Q 複合サービス事業 0 0 0 0 5 0 0 83 1 0 0 0 2 0 0 0 3 10 0 0 104

R サービス業（他に分類されないもの） 0 0 0 0 20 0 16 659 219 2 15 63 174 189 5 0 0 207 0 0 1569

S 公務（他に分類されるものを除く） 0 0 0 0 0 0 0 72 0 0 0 0 7 32 0 0 0 3 0 0 114

T 分類不能の産業 0 0 0 0 3 0 0 2 2 0 2 4 0 1 0 0 1 2 0 0 17

合計 2 0 1 34 1277 0 110 3435 519 2 67 205 1108 999 47 28 9 530 0 0 8373

出向元
出向先

大企業 中小企業

大企業 2,115（16） 1,808（23）

中小企業 1,159（49） 3,177（245）

官公庁 63 51

（人）

（人）

産業雇用安定助成金 出向計画受理状況 （令和３年２月５日（制度創設日）～令和３年10月15日実績）
※速報値

（ ）内は独立性が認められ
ない事業主間で行う出向

（ ）内は独立性が認められ
ない事業主間で行う出向



産業雇用安定助成金 出向計画届受理状況 ①

出向計画届の概要と企業規模別受理状況

産業雇用安定助成金 出向計画届受理状況 ②

出向計画届の産業別受理状況



産業雇用安定助成金 出向計画届受理状況 ①

• 企業規模別では、出向元、出向先ともに大企業が多くなっている。出向元における大企業の割合は５１％、出向先
における大企業の割合は７４％となっている。

• 大企業から大企業へ出向が最多の５８人（５１％）、中小企業から大企業、中小企業から中小企業へ出向はほぼ同
数の２６人（２３％）、２９人（２６％）となっている。

企業規模別

出向元
出向先

大企業 中小企業 計

大企業 ５８人 ２６人 ８４人

中小企業 ０人 ２９人 ２９人

官公庁 ０人 ０人 ０人

計 ５８人 ５５人 １１３人

• 産業雇用安定助成金の出向計画届受理件数は、制度創設の令和３年２月５日から９ヶ月が経過した１１月５日時点

◆ 出向労働者数 １１３人 ◆ 出向元事業所数 １６件 ◆ 出向先事業所数 ２７件

概要



産業雇用安定助成金 出向計画届受理状況 ②

• 産業別では、出向元の最多は製造業の７６人（６７％）、出向先の最多も製造業の６０人（５３％）

• 次いで、出向元はサービス業の１２人（１１％）、出向先は卸売・小売業の１８人（１６％）となっている。

産業別

出向元
出向先

製造業 情報処理業 卸売・小売業 宿泊・飲食業
生活関連サー
ビス・娯楽業

サービス業 計

製造業 ５９人 ０人 ０人 ０人 ０人 １人 ６０人

情報処理業 2人 7人 ０人 ０人 ０人 ０人 ９人

運輸・郵便業 0人 ０人 １人 ０人 ０人 ０人 １人

卸売・小売業 10人 ０人 ０人 ０人 ０人 ８人 １８人

学術研究・専門・
技術サービス業 ０人 ０人 2人 ０人 ０人 ０人 ２人

宿泊・飲食業 4人 ０人 ０人 ７人 ０人 ０人 １１人

医療・福祉 ０人 ０人 ０人 ２人 ０人 ３人 ５人

サービス業 1人 ０人 ０人 ０人 ６人 ０人 ７人

計 ７６人 7人 3人 ９人 ６人 １２人 １１３人



【参考】
雇用調整助成金（緊急雇用安定助成金を含む。）の月別
申請件数と支給決定件数

申請件数 支給決定件数

～４月30日 199件 ６件

令和2年５月計 4,100件 1,962件

６月計 13,944件 8,757件

７月計 18,630件 21,228件

８月計 19,715件 17,372件

９月計 19,963件 17,480件

10月計 16,893件 22,172件

11月計 9,762件 11,340件

12月計 10,163件 11,353件

令和３年1月計 12,157件 11,146件

2月計 12,023件 11,064件

3月計 16,935件 16,559件

4月計 14,442件 14,034件

5月計 14,530件 12,681件

6月計 13,904件 14,278件

7月計 11,803件 11,505件

8月計 13,451件 13,005件

9月計 13,222件 15,136件

10月計 13,891件 16,876件

累 計 249,727件 247,954件

※平成２年９月の申請件数は、今回過去最高の申請件数となっている。












































































































































































































